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●香川県告示第99号 

 香川県工事請負契約約款の一部を改正する約款を次のように定める。 

  令和５年３月31日 

                                                   香川県知事  池  田  豊  人   

香川県工事請負契約約款の一部を改正する約款 

香川県工事請負契約約款（平成９年香川県告示第2 5 6号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改正後 改正前 

  

（契約の保証） （契約の保証） 

第４条 略 第４条 略 

２ 受注者は、前項の規定による保険証券の寄託に代えて、電子情報処理組

織を使用する方法その他の情報通信の技術を利用する方法（以下「電磁的

方法」という。）であって、当該履行保証保険契約の相手方が定め、発注

者が認めた措置を講ずることができる。この場合において、受注者は、当

該保険証券を寄託したものとみなす。 

 

３ 第１項の保証に係る契約保証金の額、保証金額又は保険金額（第６項に

おいて「保証の額」という。）は、請負代金額の10分の１以上としなけれ

ばならない。 

２ 前項の保証に係る契約保証金の額、保証金額又は保険金額（第５項にお

いて「保証の額」という。）は、請負代金額の10分の１以上としなければ

ならない。 

４～６ 略 ３～５ 略 

  

（不可抗力による損害） （不可抗力による損害） 

第29条 工事目的物の引渡し前に、天災等（設計図書で基準を定めたものに

あっては、当該基準を超えるものに限る。）で発注者と受注者のいずれの

責めにも帰すことができないもの（以下この条において「不可抗力」とい

う。）により、工事目的物、仮設物又は工事現場に搬入済みの工事材料若

しくは建設機械器具（以下この条において「工事目的物等」という。）に

損害が生じたときは、受注者は、その事実の発生後直ちにその状況を発注

者に通知しなければならない。 

第29条 工事目的物の引渡し前に、天災等（設計図書で基準を定めたものに

あっては、当該基準を超えるものに限る。）で発注者と受注者のいずれの

責めにも帰すことができないもの（以下この条において「不可抗力」とい

う。）により、工事目的物、仮設物又は工事現場に搬入済みの工事材料若

しくは建設機械器具に損害が生じたときは、受注者は、その事実の発生後

直ちにその状況を発注者に通知しなければならない。 

２・３ 略 ２・３ 略 

４ 発注者は、前項の規定により受注者から損害による費用の負担の請求が

あったときは、当該損害の額（工事目的物等であって第13条第２項、第14

条第１項若しくは第２項又は第38条第３項の規定による検査、立会いその

他受注者の工事に関する記録等により確認することができるものに係る損

４ 発注者は、前項の規定により受注者から損害による費用の負担の請求が

あったときは、当該損害の額（工事目的物、仮設物又は工事現場に搬入済

みの工事材料若しくは建設機械器具であって第13条第２項、第14条第１項

若しくは第２項又は第38条第３項の規定による検査、立会いその他受注者 
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害の額に限る。）及び当該損害の取片付けに要する費用の額の合計額（以

下この条において「損害合計額」という。）のうち請負代金額の1 0 0分の

１を超える額を負担しなければならない。ただし、災害応急対策又は災害

復旧に関する工事における損害については、発注者が損害合計額を負担す

るものとする。 

の工事に関する記録等により確認することができるものに係る額に限る。）

及び当該損害の取片付けに要する費用の額の合計額（第６項において「損 

害合計額」という。）のうち請負代金額の1 0 0分の１を超える額を負担し 

なければならない。 

５ 略 ５ 略 

６ 数次にわたる不可抗力により損害合計額が累積した場合における第２次

以降の不可抗力による損害合計額の負担については、第４項中「当該損害

の額」とあるのは「損害の額の累計」と、「当該損害の取片付けに要する

費用の額」とあるのは「損害の取片付けに要する費用の額の累計」と、「

請負代金額の1 0 0分の１を超える額」とあるのは「請負代金額の1 0 0分の

１を超える額から既に負担した額を差し引いた額」と、「損害合計額を」

とあるのは「損害合計額から既に負担した額を差し引いた額を」として同

項を適用する。 

６ 数次にわたる不可抗力により損害合計額が累積した場合における第２次

以降の不可抗力による損害合計額の負担については、第４項中「当該損害

の額」とあるのは「損害の額の累計」と、「当該損害の取片付けに要する

費用の額」とあるのは「損害の取片付けに要する費用の額の累計」と、「

請負代金額の1 0 0分の１を超える額」とあるのは「請負代金額の1 0 0分の 

１を超える額から既に負担した額を差し引いた額」として同項を適用する。

  

（前金払） （前金払） 

第35条 略 第35条 略 

２ 受注者は、前項の規定による保証証書の寄託に代えて、電磁的方法であ

って、当該保証契約の相手方たる保証事業会社が定め、発注者が認めた措

置を講ずることができる。この場合において、受注者は、当該保証証書を

寄託したものとみなす。 

 

３ 発注者は、第１項の規定による請求があったときは、請求を受けた日か

ら14日以内に前払金を支払わなければならない。 

２ 発注者は、前項の規定による請求があったときは、請求を受けた日から

14日以内に前払金を支払わなければならない。 

４～６ 略 ３～５ 略 

７ 発注者は、受注者が第５項の期間内に同項の超過額を返還しなかったと

きは、その未返還額につき、同項の期間を経過した日から返還をする日ま

での期間について、その日数に応じ、同項の期間を経過した日における民

法第4 0 4条に定める法定利率（以下「法定利率」という。）で計算して得

た額の遅延利息の支払を請求することができる。ただし、計算した遅延利

息の金額に1 0 0円未満の端数があるとき、又はその全額が1,000円未満で

あるときは、その端数金額又はその全額を切り捨てる。 

６ 発注者は、受注者が第４項の期間内に同項の超過額を返還しなかったと

きは、その未返還額につき、同項の期間を経過した日から返還をする日ま

での期間について、その日数に応じ、同項の期間を経過した日における民

法第4 0 4条に定める法定利率（以下「法定利率」という。）で計算して得

た額の遅延利息の支払を請求することができる。ただし、計算した遅延利

息の金額に1 0 0円未満の端数があるとき、又はその全額が1,000円未満で

あるときは、その端数金額又はその全額を切り捨てる。 

８ 略 ７ 略 

  

（保証契約の変更） （保証契約の変更） 

第36条 受注者は、前条第４項の規定により受領済みの前払金に追加して更 第36条 受注者は、前条第３項の規定により受領済みの前払金に追加して更
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に前払金の支払を請求する場合には、あらかじめ、保証契約を変更し、変

更後の保証証書を発注者に寄託しなければならない。 

に前払金の支払を請求する場合には、あらかじめ、保証契約を変更し、変

更後の保証証書を発注者に寄託しなければならない。 

２ 略 ２ 略 

３ 受注者は、第１項又は前項の規定による保証証書の寄託に代えて、電磁

的方法であって、当該保証契約の相手方たる保証事業会社が定め、発注者

が認めた措置を講ずることができる。この場合において、受注者は、当該

保証証書を寄託したものとみなす。 

 

４ 略 ３ 略 

  

（前払金の使用等） （前払金の使用等） 

第37条 受注者は、前払金をこの工事の材料費、労務費、機械器具の賃借料、

機械購入費（この工事において償却される割合に相当する額に限る。）、 

動力費、支払運賃、修繕費、仮設費、労働者災害補償保険料及び保証料に 

相当する額として必要な経費以外の支払に充当してはならない。ただし、 

平成28年４月１日から令和６年３月31日までに新たに請負契約を締結する 

工事に係る前払金で、同日までに払出しが行われるものについては、前払 

金の1 0 0分の25を超える額を除き、この工事の現場管理費及び一般管理費 

等のうちこの工事の施工に要する費用に係る支払に充当することができる。

第37条 受注者は、前払金をこの工事の材料費、労務費、機械器具の賃借料、

機械購入費（この工事において償却される割合に相当する額に限る。）、 

動力費、支払運賃、修繕費、仮設費、労働者災害補償保険料及び保証料に 

相当する額として必要な経費以外の支払に充当してはならない。ただし、 

平成28年４月１日から令和５年３月31日までに新たに請負契約を締結する 

工事に係る前払金で、同日までに払出しが行われるものについては、前払 

金の1 0 0分の25を超える額を除き、この工事の現場管理費及び一般管理費 

等のうちこの工事の施工に要する費用に係る支払に充当することができる。

  

（情報通信の技術を利用する方法） （情報通信の技術を利用する方法） 

第59条 この約款において書面により行わなければならないこととされてい

る催告、請求、通知、報告、申出、承諾、解除及び指示は、建設業法その

他の法令に違反しない限りにおいて、電磁的方法を用いて行うことができ

る。ただし、その方法は、書面の交付に準ずるものでなければならない。 

第59条 この約款において書面により行わなければならないこととされてい

る催告、請求、通知、報告、申出、承諾、解除及び指示は、建設業法その

他の法令に違反しない限りにおいて、電子情報処理組織を使用する方法そ 

の他の情報通信の技術を利用する方法を用いて行うことができる。ただし、

その方法は、書面の交付に準ずるものでなければならない。 

  

附 則 

この約款は、令和５年４月１日から施行する。 


